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よくある質問事項 
 

質問事項 回答 

１ 
社会人学生（社会人経験があった者を含む）
や年齢の制限はあるのでしょうか？ 

本プロジェクトにおいては、質問のような制
限は設けていません。ただし、年間 240万円
を超える給与及び役員報酬等の安定的な収入
を得ていると認められる者については、申請
することができません。 

２ 

社会人学生が、所属企業等から十分な生活費
相当額（240万円/年）を受給可能な制度が
あるにもかかわらず、受給していない場合
は、申請できるのでしょうか？ 

本プロジェクトでは、生活費相当額を支給す
ることで学生が研究に専念できる環境を整備
することを目的としているため、これを所属
企業等から受給可能な制度がある場合は、申
請することはできません。 

３ 
他大学の修士課程からの、令和 5年 10月入
学者も、申請することは可能でしょうか？ 

申請可能です。 

4 現在休学中ですが、申請できますか。 
令和 5年 10月１日時点での復学が確定してい
る学生は、申請可能です。 

5 
令和 5年 4月のプログラム申請で不採用に
なりました。今回の募集に再度申請できます
か。 

はい、今回の申請資格を満たしていれば、申
請可能です。申請書の様式が変更になってい
ますので、ご注意ください。 

6 不合格になった理由を教えてください。 
審査結果についてのお問い合わせにはお答え
できません。予めご了承願います。 

7 留学生も申請可能でしょうか？ 

はい、申請可能です。 
ただし、国費外国人留学生制度による支援を
受ける留学生等は、重複受給等を避ける観点
から、本事業の対象外となります。 
また、本プロジェクトの目的である「我が国
の科学技術・イノベーションの将来を担う優
秀な志ある博士後期課程学生の支援を強化す
る」を踏まえ、支援対象学生は修了後も、我
が国の科学技術・イノベーションの創造に直
接携わる意思、能力を有することが前提です
（JST-SPRING 公募要領 FAQ A3－3）。 
なお、日本国内に入国していない留学生につ
きましては、渡日した月から支援開始となり
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ます。 
加えて、選択科目の多くは日本語のみで開講
されます。必修科目といくつかの選択科目は
英語のみで受講可能です。 

8 

財団法人等が実施する奨学金を受給している
場合、または、民間企業等で年間 240万円
以下の収入がある場合は、申請できるのでし
ょうか？ 

財団法人等の奨学金受給者は、財団法人等が
奨学金と本学が支給する生活費相当額の併給
を認めているかどうかを確認してください。
財団法人等が併給を認めていない場合は、併
給することはできません。また、収入基準額
は安定的な収入合計が年間240万円です。 
次の場合は、申請可能です。 
・収入が年間２４０万円以下。 
・収入が年間２４０万円を超えるが、アルバ
イト等のみの収入合計である。 

9 
申請にあたって、収入に関する証明書等の提
出は必要でしょうか？ 

申請の時点で、収入に関する証明書の提出を
求める予定はありませんが、申請書に収入状
況を記載ください。なお、コース生となった
後、社会人学生となり、年間240万円を超える
安定的な収入を得ることとなった場合は、コ
ース生としての資格を喪失することとなりま
すので、速やかに事務局へ申し出るようにし
てください。 

10 
年間２４０万円を超える安定的な収入とは具
体的にどのような収入ですか。 

安定的な収入とは、給与及び役員報酬等の安
定的、固定的な収入のことです。アルバイト
やパートタイム、非常勤、TA・RAなどの給与
は安定的な収入に含まれません。また、有償
インターンシップや学生が起業して収入を得
る場合も安定的な収入に含まれません。例え
ば、明確なポストと期間を定めて雇用契約を
締結しているようなケース（会計年度職員
等）については、支援できない場合もあるた
め、個別に判断します。必ず事務局へご相談
ください。 

11 
日本学術振興会の特別研究員に採用となった
場合はどうなるのでしょうか？ 

質問事項 8のとおり、コース生として生活費
相当額が支給される資格を喪失することとな
ります。ですが、特別研究員にされた後も、
本コース生としての活動を継続していただく
ことは可能です。 
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12 
コース生に採用となった場合、TA・RAは継
続していいのでしょうか？ 

継続しても差し支えありません。TA・RA、ア
ルバイト、非常勤、有償インターンシップ等
の収入は、収入基準額には問われません。 

13 
コース生に採用となった後、アルバイトを行
うことは可能でしょうか？ 

研究活動やキャリア開発・育成コンテンツへ
の取組に支障がないのであれば、特段問題あ
りません。TA・RA、アルバイト、非常勤、有
償インターンシップ等の収入は、収入基準額
には問われません。 

14 
授業料支援が目的の助成金（授業料免除、基
金等による授業料支援のための奨学金）を受
給することは可能でしょうか？ 

本事業は「研究に専念できる環境を整備」す
るものであり、授業料に対する援助を行うも
のではないことから、問題ありません。 

15 支給開始は何月からになるのでしょうか？ 

10月にコース生として認定された場合、12
月に 10月からの支給分を積算して支給しま
す。その後は毎月 1か月分を支給します。 
ただし、日本国内に入国していない留学生に
つきましては、渡日した月が生活費相当額の
支給開始月となります。なお、研究費につい
ては、渡日後に配分しますので、渡日後に物
品の購入が可能となります。 

16 
「先導的人材育成フェローシップ事業」のよ
うな分野の指定はあるのでしょうか？ 

「先導的人材育成フェローシップ事業」と異
なり、本プロジェクトにおいては、分野の指
定は設けていません。ただし、申請書（申請
様式１）においては、審査区分において、審
査を希望する４分野から、１つの分野を指定
してください。 

17 
「先導的人材育成フェローシップ事業」と本
プロジェクトへの併願はできますか？ 

どちらか 1つにしか申請できません。 

18 
休学した場合でもコース生としての経済支援
を継続して受けることができますか？ 

休学する場合、原則として休学期間中の支援
を停止しますが、休学期間終了後は支援を再
開します。 
休学の理由・期間等によっては、JSTとの協
議が必要となることもありますので、個別に
ご相談ください。 

19 
コース生として採択された後に退学すること
になった場合、生活費相当額及び研究費を返
還する必要がありますか？ 

原則としていずれも返還は不要です。ただ
し、生活費相当額及び研究費を不正に受給し
ていたことにより退学処分となるような場合
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には、生活費相当額及び研究費の全部または
一部の返還を求めることがあります。 

20 
一度コース生として採択されたら、標準修業
年限の期間中は生活費相当額及び研究費が支
援されるという理解でいいのでしょうか？ 

コース生として適切に研究活動等を進められ
ているかを、毎年度、継続審査を実施し、確
認します。この継続審査において研究活動等
の状況が著しく不振であるなどの理由により
支援を継続すべきでないと判断された場合
は、途中で支援が打ち切られる可能性があり
ます。 

21 

標準修業年限内に博士号取得が見込めないた
め，来年度も博士課程を継続するつもりで
す。卒業を延長した場合、支援期間も延長さ
れますか？ 

いいえ、卒業を延長した場合も、支援期間は
標準修業年限内で終了です。標準修了年限後
のコース在籍、研究奨励費の受給はできませ
ん。 
ただし、博士課程で休学期間がある場合は、
事務局へお問い合わせください。 

 

 

【参考】 
JST 次世代研究者挑戦的研究プログラム 公募要領 
https://www.jst.go.jp/jisedai/dl/application-guideline-2021.pdf 

 
FAQ 
https://www.jst.go.jp/jisedai/dl/faq-2021.pdf 
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